
（ 住宅用防災報知設備の設置及び維持に関する 基準）  

第 3 0 条の４  住宅用防災報知設備の感知器（ 火災報知設備の感知器及び発信機に係る 技術

上の規格を 定める 省令（ 昭和５ ６ 年自治省令第 1 7 号。 以下こ の章において「 感知器等規

格省令」 と いう 。 ） 第２ 条第１ 号に規定する 感知器を いう 。 以下こ の章において「 感知器

」 と いう 。 ） は、 前条第１ 項各号に掲げる 住宅の部分に設けなければなら ない。 （ ほ）  

２  感知器は、 前条第２ 項及び第３ 項に定める 位置に設けなければなら ない。  

（ ほ）  

３  感知器は， 次の表の左欄に掲げる 住宅の部分の区分に応じ 、 同表の右欄に掲げる 種別の

も のと し なければなら ない。 （ ほ）  

住宅の部分 感知器の種別 

前条第１ 項各号（ 第

５ 号アを 除く 。 ） に

掲げる 住宅の部分・

・  

光電式ス ポッ ト 型感知器（ 感知器等規格省令第２ 条第９

号に規定する 光電式ス ポッ ト 型感知器（ 感知器等規格省令

第１ ７ 条第２ 項に規定する １ 種又は２ 種の試験に合格する

も のに限る 。 ） を いう 。 こ の表において同じ 。 ） ・  

前条第１ 項第５ 号ア

に 掲 げ る 住 宅 の 部

分・  

 

イ オン 化式ス ポッ ト 型感知器（ 感知器等規格省令第２ 条第

８ 号に規定する イ オン 化式ス ポッ ト 型感知器（ 感知器等規

格省令第１ ６ 条第２ 項に規定する １ 種又は２ 種の試験に合

格する も のに限る 。 ） を いう 。 ） 又は光電式ス ポッ ト 型感

知器 

４  住宅用防災報知設備は、 その部分である 法第 2 1 条の２ 第１ 項に規定する 検定対象機械

器具等で令第 3 7 条第４ 号から 第６ 号ま でに掲げる も のに該当する も のにあつては法第 2 1

条の２ 第２ 項の技術上の規格に、 その部分である 補助警報装置（ 住宅用防災警報器等規格

省令第２ 条第６ 号に規定する 補助警報装置を いう 。 次項において同じ 。 ） にあ つては住宅

用防災警報器等規格省令に定める 技術上の規格に適合する も のでなければなら ない。  

（ ほ） （ よ ）  

５  住宅用防災報知設備は、 前各項に定める も ののほか， 次に掲げる 基準によ り 設置し 、 及

び維持し なければなら ない。 （ ほ）  

 ⑴ 受信機（ 受信機に係る 技術上の規格を 定める 省令（ 昭和５ ６ 年自治省令第１ ９ 号） 第

２ 条第７ 号に規定する 受信機を いう 。 こ の項において同じ 。 ） は、 操作に支障が生じ ず

、 かつ、 住宅の内部にいる 者に対し 有効に火災の発生を 報知でき る 場所に設ける こ と 。

（ ほ）  

 ⑵ 前条第１ 項各号に掲げる 住宅の部分が存する 階に受信機が設置さ れていない場合にお

いては， 住宅の内部にいる 者に対し 有効に火災の発生を 報知でき る よ う に、 当該階に補

助警報装置を 設ける こ と 。 （ ほ）  

 ⑶ 感知器と 受信機と の間の信号を 配線によ り 送信し 、 又は受信する 住宅用防災報知設備



については、 当該配線の信号回路について容易に導通試験を する こ と ができ る よ う に措

置さ れている こ と 。 ただし 、 配線が感知器から 外れた場合又は配線に断線があ つた場合

に受信機が自動的に警報を 発する も のについては、 こ の限り でない。 （ ほ）  

 ⑷ 感知器と 受信機と の間の信号を 無線によ り 送信し 、 又は受信する 住宅用防災報知設備

については、 次によ る こ と 。 （ ほ）  

  ア  感知器と 受信機と の間において確実に信号を 送信し 、 又は受信する こ と ができ る 位

置に感知器及び受信機を 設ける こ と 。  

  イ  受信機において信号を 受信でき る こ と を 確認する ための措置を 講ずる こ と 。  

 ⑸ 住宅用防災報知設備については、 受信機の表面その他の見やすい箇所に容易に消えな

いよ う 感知器の交換期限を 明示する こ と 。 （ ほ）  

 ⑹ 前条第６ 項第１ 号、 第５ 号及び第６ 号の規定は感知器について、 同項第２ 号から 第４

号ま での規定は住宅用防災報知設備について準用する 。 （ ほ）  

 

【 解 説】  

本条は、 住宅用防災報知設備の設置及び維持に関する 規定を 定めたも のである 。  

１  １ 項 

  住宅用防災報知設備の感知器は、 火災の感知について住宅用防災警報器と 同様の働き を

する こ と から 、 設置場所は、 前条第１ 項各号に掲げる 住宅用防災警報器の設置場所と 同様

である 。  

 

２  ２ 項  

住宅用防災報知設備の感知器の設置位置は、 前条第２ 項及び第３ 項に定める 位置と 同様で

ある 。  

 

３  ３ 項 

  住宅部分のう ち廊下については、 イ オン 化式ス ポッ ト 型感知器又は光電式ス ポッ ト 型感

知器を 用いる こ と と し 、 それ以外の部分については光電式ス ポッ ト 型感知器を 用いる こ と 。  

 

４  ４ 項 

住宅用防災報知設備について、 それら を 構成する 感知器、 中継器及び受信機は、 令第３

７ 条に規定する 検定対象機械器具に該当し 、 検定対象機械器具等について定めら れた法第

２ １ 条の２ 第２ 項の技術上の規格に適合し 、 法第２ １ 条の９ に定める 表示を 付さ な ければ

なら ない。  

  なお、 住宅用防災報知設備は、 法第１ ７ 条の５ に規定する 消防用設備等又は特殊消防用

設備等に該当し ないため、 消防設備士によ る 工事を 要し ないも のである 。  

 



５  第５ 項 

⑴ １ 号 

   受信機は、 操作に支障が生じ ず、 ま た、 住宅の内部にいる 者に対し 有効に火災の発生

を 報知でき る 場所に設ける こ と と さ れて いる が、 住宅の内部にいる 者に有効に火災の発

生を 報知でき る 場所と は、 受信機又は補助警報装置を 設ける 階の廊下、 寝室、 リ ビ ン グ

等の居室にいる 者に有効に火災の発生を 報知でき る 場所を いう も のであ る こ と 。 なお、

こ の場合において、 就寝し ている 者に確実に報知でき る よ う 配慮する 必要がある 。  

⑵ ２ 号 

   前号の解説を 参照さ れたい。  

⑶ ５ 号 

住宅用防災報知設備については、 受信機の表面その他の見やすい箇所に、 容易に消え

ないよ う 感知器の交換期限を 明示する こ と と さ れている が、 その他の見やすい箇所には

感知器本体も 含ま れる も のである 。  


